
★９月定例議会開催★
9月1日～10月9日まで39日間の日程で９月定例議会が開催されました。平成31年度白井市財政健全化
判断比率について報告された後、固定資産評価委員選任の同意や文化センターのあり方及び桜台小・
中学校の給食のあり方について調査審議する付属機関の設置、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り中止した行事等の予算を減額し、災害時における避難所の感染症対策のための防災用備品、マイナ
ンバーカード関連委託料などを追加した令和2年度一般会計補正予算、平成31年度決算認定など17議
案が上程されすべて可決しました。また、来年度から始まる後期基本計画を調査する特別委員会が設
置され、市民からは「国際条約に則った親子交流のための国内法整備を求める陳情」「日本政府に核
兵器禁止条約の参加・調印・批准を求める陳情」の２件が出されました。

※フレイル 加齢に伴う予備能力低下のため、スト
レスに対する回復力が低下した状態
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【白井市財政健全化判断比率】
地方公共団体の財政健全化に関する法律の規定に基づき、市長から平成31年度白井市財政健全化判断比率

が、監査委員の意見を付けて報告されました。内容は①実質赤字比率（一般会計を中心とする年間収入規模
に対する赤字比率）②連結実質赤字比率（特別会計を含めた全会計の赤字比率）は、ともに実質収支が黒字
であるため該当なしということです。また、③実質公債費比率（年間の収入規模に対する借金返済額を示
す）及び④将来負担比率（借金残高から将来の負債額を示す）は、前年度より悪化しています。
※財政再生基準以上（破綻状態、地方債の発行が制限され、予算の変更を国が勧告できる）
※財政健全化基準以上（黄信号、健全化計画策定が義務付けられ、計画に基づいて歳出削減を進める）

区 分 平成29年度 平成30年度 平成31年度 早期健全化基準 財政再生基準

① 実 質 赤 字 比 率 ― ― ― 13.08 20.00

②連結実質赤字比率 ― ― ― 18.08 30.00

③実質公債費比率 1.1 1.5 2.5 25.00 35.00

④ 将 来 負 担 比 率 15.3 40.2 53.0 350.00 （単位％）

「予算がないから出来ない」とは言わない
これまで市は、市民から要望等があると「お金がな
いから出来ない」と保留することが多々ありましたが、
笠井市長は新年度予算に向けて積極的な方針を打ち出

し各部長に指示をしました。主な事項を紹介すると、

１、コロナ禍においても必要な事業、行事、講座等は感染防
止対策を徹底して実施すること。

２、従来からの地域課題、要望については「予算や人手不足
を理由に出来ない」という思考から脱却し、真に必要な
事業は積極的に検討し、前に進めること。

３、安全・安心に関する事業は加速して取り組むこと。

◎これまでと違った市長の姿勢を高く評価します。

【高齢者少人数でフレイル予防】
8月～9月に実施した高齢者へのアンケート

結果により、外出自粛等の影響で健康状態が
悪化している人のいることが明らかになりま
した。約5％の人に体調の悪化があり、2割近
くの人が物忘れを感じるなど、このまま外出
自粛や人との交流を避けることでフレイル状
態となる高齢者の増加が懸念されます。
市は、コロナ感染予防を徹底した上で、少

人数でのフレイル予防講座を行い、住民主体
で取り組めるようそれらを収録したDVDの配布
やプロジェクターの貸し出し等も行います。



日 時：１０月３１日(土) １３：３０～

場 所： 岩田のりゆき後援会事務所
（右記地図参照）

※駐車場はありません 白井市根1 9 6 4 - 7

政府に核兵器禁止条約の参加・批准を求める陳情不採択！

核兵器の使用によって引き起こされる壊滅的な人道上の結末をまねかないために、国連で採択
された「核兵器禁止条約」を日本政府に対して参加・批准するよう求める陳情が不採択となりました。
日本は戦後75年間、戦争という事態を免れ平和を保ってきました。それは米国の核の抑止力により

日本が守られている事実を否定するつもりはありません。しかし、だからこそ、世界唯一の被爆国で
ある日本がこの条約を批准することに大きな意義があるわけです。

この条約の目的は、核兵器の全面廃止と根絶です。この条約の前文には、「被爆者にもたらされた
受け入れ難い苦しみと被害に留意する」と明記されています。これは広島、長崎、そして日本のことを
表しています。白井市は、昭和62年に平和都市宣言をしています。その宣言文には、「核兵器の廃絶
と世界の恒久平和の実現を念願します」としています。この陳情を反対する理由が理解できません。

反対議員 ： 伊藤 仁、竹内陽子、古澤由紀子、石井恵子、植村 博、血脇敏行、斉藤智子、田中和八、
秋谷公臣、平田新子、広沢修司、岡田 繁、石川史郎（敬称略）

新型コロナウイルスに負けるな！

●この会報は議員に支給されている政務活動費の一部（約26,000円）を使用して作成しました。

新型コロナウイルス感染拡大の影響で、高齢者の集まる老人福祉センターや老人憩いの家などが３月から閉鎖
され、7月からは制限付きで再開されました。しかし、間隔を２メートル以上開けることやカラオケ、囲碁・将
棋の禁止、飲食ができないなどの制約があるため、ほとんど使用されていないのが現状です。また、高齢者ク
ラブも実質活動休止状態となっており、各サロンも長期間休止状態となっています。
専門家が指摘しているように、感染を恐れるあまり外出を自粛し、家にこもって動かないと孤立し、心身に悪

影響を与えることから、高齢者の現状と今後の対策について質しました。

会議中継 岩田典之インターネット
映像配信

白井市議会 ⇒検索

★ 一般質問【新型コロナ感染予防による高齢者孤立の状況と対策】★

Ｑ：市が配布したフレイル予防のパンフレットは。
Ａ：活用状況を確認していく予定です。
Ｑ：一人ではなかなか実行できない。地域ごとに数人ずつ

集まってもらって、繰り返し取り組んではどうか。
Ａ：コロナ禍でも対応できるので検討させていただきます。
Ｑ：今後のフレイル予防策は。
Ａ：各センターで対象者にあったフレイル予防の取り組み

を促してまいります。また、感染予防を徹底した上で
の各種介護予防教室を開催する予定です。

Ｑ：コロナ禍の中で、高齢者の交流できる環境を整えられ
ないか。

Ａ：電話・手紙を活用した交流やサロン・高齢者クラブな
どとの連携を図りながら環境を整えられるよう努めて
まいります。

Ｑ：外出自粛による高齢者の健康状況をどのように捉えて
いるか。

Ａ：足腰が弱る、栄養状態が悪化するなどフレイルが進行
することを危惧しています。

Ｑ：厚労省は週１回以上外出しないことを閉じこもりの目
安としているが、高齢者の生活実態を把握しているか。

Ａ：離れて暮らす家族や友人との対面交流や外出機会は一
様に減少しています。また、運動を心がけている高齢
者も見られますが、感染を恐れて閉じこもりの傾向も
見られます。

Ｑ：市はこの間どのような取り組みをしてきたのか。
Ａ：自治回覧などで感染症への注意喚起や家で出来る運動

の周知啓発、YouTubeを活用した動画配信も行ってきま
した。また、電話による見守りの機会を確保しました。

【新会派結成】
昨年の改選以来一人会派で活動をしてきましたが、
9月9日付で会派「市民の声」を結成しました。
メンバーは柴田圭子議員（6期）、影山廣輔議員（4期）、
小田川敦子議員（2期）と私の４人です。
今後は4人で力を合わせ さらにパワーアップした議
会活動を展開してまいります。

★岩田のりゆき議会報告会のご案内★

新型コロナウィルス感染予防のため
・マスクの着用をお願いします
・受付で手指の消毒をお願いします
・受付で検温のご協力をお願いします

【住民訴訟原告との和解成立】

平成22年に横山市長(当時)が議会の議決を経ないで執
行した北総鉄道(株)補助金の専決処分が違法となった
ため、原告「違法専決 NO！の会」に対する弁護士費用
の一部など 2,710,460円の和解が成立しました。
なお、横山元市長からは破産に伴う損害賠償回収額と

して市に10,580,862円が支払われています。


